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4－1 大気環境の保全 

（１）現況と課題 

ア）現況 

一般環境中の大気質の状況を把握するため、市

内9カ所に一般環境大気測定局を設置し、環境基準

の定められている二酸化硫黄（4局）、二酸化窒素

(7局)、光化学オキシダント(9局)、一酸化炭素(1

局)、浮遊粒子状物質(9局)、微小粒子状物質

（PM2.5）(5局)の6項目の観測を行っています。 

平成29年度は、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸

化炭素、浮遊粒子状物質及び微小粒子状物質

(PM2.5)については平成28年度に引き続き全局で

環境基準を達成しました。 

光化学オキシダントについては、全局で環境基

準を超過しました。光化学オキシダントは、工場や自動車等から排出される窒素酸化物や揮発性有機化

合物（VOC）などの大気汚染物質が太陽光により化学反応を起こすことで生成されます。環境基準達成状

況は全国的に低く、平成28年度は0.1％と報告されています。 

（各測定局の環境基準達成状況については、P.4～5を参照） 

 

表2-4-1 《指標》一般局における大気汚染に係る環境基準達成率、有害大気汚染物質に 

係る環境基準達成率、光化学オキシダントの原因物質の濃度の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24 

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値

（年度）

一般局における大気汚染に係

る環境基準達成率（%）（二酸

化硫黄、二酸化窒素、一酸

化炭素、浮遊粒子状物質） 

100 100 100 100 100 100 100 

100 

（平成32

年度） 

対前年度比 基準年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 基準年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

有害大気汚染物質に係る環

境基準達成率（%）（ベンゼン、

ジクロロメタン、トリクロロエチレ

ン、テトラクロロエチレン） 

100 100 100 100 100 100 100 

100 

（平成32

年度） 

対前年度比 基準年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 基準年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

光化学オキシダントの原因物

質の濃度（ppmC）（非メタン炭

化水素（午前6時から9時）の

年平均値） 

0.26 0.17 0.19 0.18 0.20 0.18 0.19 

0.20 

（平成32

年度） 

対前年度比 基準年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 基準年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○  

図2-4-1 光化学オキシダントの原因物質の濃度の推移 
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イ）課題 

引き続き、環境基準の全項目達成をめざして、工場・事業場から発生するばい煙等の監視・指導に努

めます。また、微小粒子状物質(PM2.5)について、国、県等の関係機関と情報共有するとともに、原因物

質の排出状況の把握や効果的な対策の検討を行うため、成分分析を実施します。 

光化学オキシダントの発生は広域化しているため、関連自治体と共同して排出抑制に向けた呼びかけ

や情報の共有を行い、原因となる揮発性有機化合物（VOC）の排出量の削減に努めます。 

 

（２）個別施策の実施状況と課題 

①固定発生源対策の推進 

■工場・事業場規制 【環境対策課】 

○実施状況 

大気汚染防止法及びさいたま市生活環境の保全に関する条例に基づき、ばい煙発生施設からの排出ガ

スの規制・指導を行っています。 

平成29年度の市内のばい煙発生施設は1,008基で、そのうち50％がボイラー（小型ボイラーを含む）、

37％がディーゼル機関などの発電施設でした。このうち、ばい煙発生施設115事業所・219基の立入調査

を行い、施設の維持管理方法に関する指導を行ったほか、排出ガスのばい煙検査を計4件実施しました。

検査の結果、全ての施設で基準値に適合していました。 

 

 
平成24

年度 
平成25

年度 
平成26

年度 
平成27

年度 
平成28 

年度 

平成29

年度 

市内のばい煙発生施設数（基） 1,081 1,057 1,054 1,078 1,066 1,008 

行政検査を実施した施設数（件） 3 3 3 3 3 4 

基準を超過した施設数（件） 0 0 0 1 0 0 

基準達成率（％） 100 100 100 67 100 100 

 

○課題 

ばい煙発生施設のほか、光化学オキシダントや浮遊粒子状物質の原因物質と考えられている揮発性有

機化合物(VOC)の排出抑制について広域的な取組を推進するとともに、VOC発生施設について立入調査・

指導を行います。 

■大気汚染に係る公害苦情 【環境対策課】 

○実施状況 

平成29年度の大気汚染に関する公害苦情件数は199件でした。これは、公害苦情全体の42％を占めてい

ます。近年は、野外焼却に関する苦情が多く、平成29年度においても、大気汚染に関する苦情の約50％

が野外焼却に関するものとなっています。 

 

大気汚染に関する苦情件数の推移 

 
平成24 

年度 
平成25 

年度 
平成26 

年度 
平成27 

年度 
平成28 

年度 

平成29 

年度 

大気汚染に関する苦情件数（件） 168 164 163 165 179 199 

 

○課題 

住宅地に隣接する家庭菜園やレジャー農園での野外焼却に対する苦情が増えており、今後、引き続き

近隣への配慮について周知・啓発していくことが必要です。 
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■石綿対策 【環境対策課】 

○実施状況 

吹付け石綿の除去など特定粉じん排出等作業を実施する場合には、大気汚染防止法に基づく届出が必

要です。本市では、この届出のあったすべての現場に対し、立入検査を実施し、敷地境界での環境調査

を行いました。 

平成29年度は76件の届出があり、89件の立入検査を実施し、このうち81件で環境調査を行いました。

調査の結果、1件で敷地境界基準である石綿繊維数濃度10本/Lを超過しました。 

 

 
平成24

年度 
平成25

年度 
平成26

年度 
平成27

年度 
平成28 

年度 

平成29

年度 

大気汚染防止法に基づく届出

件数（件） 
45 39 39 40 48 76 

立入検査を実施した件数（件） 45 50 47 42 57 89 

行政検査件数（件） 43 46 46 41 50 81 

基準を超過した件数（件） 0 2 0 0 2 1 

 

また、市内一般環境中の石綿モニタリング調査を各区1地点の計10地点で実施しました。平成29年度の

環境中石綿繊維数濃度は、10地点すべてで0.10本／L未満でした。 

 

№  

石綿（総繊維）濃度調査結果（本／L） 

平成24 

年度 

（石綿繊維数） 

平成25 

年度 

（石綿繊維数）

平成26 

年度 

（石綿繊維数）

平成27 

年度 

（石綿繊維数）

平成28 

年度 

（石綿繊維数） 

平成29 

年度 

（石綿繊維数）

1 
さいたま市役所 

測定局 
<0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

2 宮原公民館 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

3 馬宮公民館 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

4 
公園ﾎﾟﾝﾌﾟ場 

（大宮区） 
<0.10 <0.10～0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

5 
片柳ｺﾐｭﾆﾃｨ 

ｾﾝﾀｰ 
<0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

6 保健所 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

7 プラザウエスト <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

8 辻自排局 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

9 美園公民館 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

10 岩槻測定局 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 <0.10 

  注1) 環境省アスベストモニタリングマニュアルに基づき、平成24年度からは石綿繊維数を測定しています。 

  注2) 表中の「 < 」は、調査結果が検出下限値未満であることを示しています。 

 

○課題 

引き続き、大気汚染防止法及びさいたま市生活環境の保全に関する条例に基づき、石綿の飛散防止対

策を徹底するように監視・指導する必要があります。 
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■さいたま市民間建築物吹付けアスベスト除去等事業補助金 【建築総務課】 

○実施状況 

既存建築物に使用されている吹付けアスベストなどの分析調査及び除去工事等を行なう場合、一定の

要件を満たすものに費用の一部を助成し、市民の健康被害の予防と生活環境の保全を図るものです。 

平成29年度の申請件数は、分析調査2件、除去工事等3件でした。 

 

○課題 

今後、老朽化などの理由により、吹付けアスベストなどが使用されている建築物の解体が増加してい

くものと予測されます。民間建築物の適切なアスベスト対策のために、建築物の所有者へ吹付けアスベ

ストに関する知識や支援制度の周知・啓発及び助言を行うことが必要です。 

 

②移動発生源対策の推進 

■自動車単体対策の推進 【環境対策課】 

○実施状況 

市内には、一般国道16号、17号等の交通量の多い道路が多数あり、自動車から排出される二酸化窒素

や浮遊粒子状物質が大気環境に影響を及ぼしていると考えられます。 

そこで、道路沿道の大気汚染状況を把握するため、交通量の多い主要幹線道路沿道に自動車排出ガス

測定局を6ヶ所設置し、主に自動車から排出される大気汚染物質を対象として測定しています。 

平成29年度は、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質について環境基準達成率100％

を維持しています。 

平成21年9月に環境基準が定められた微小粒子状物質(PM2.5)についても、平成23年4月から三橋自排

局にて測定開始以降環境基準を達成していませんでしたが、平成29年度は環境基準を達成しました。 

 

表2-4-2 《指標》自排局における大気汚染に係る環境基準達成率の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値

（年度）

自排局における大気

汚染に係る環境基

準達成率（%）（二酸

化硫黄、二酸化窒

素、一酸化炭素、浮

遊粒子状物質） 

100 100 100 100 100 100 100 

100 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

○課題 

自動車排出ガスについては、国や九都県市等周辺自治体と連携し、ディーゼル車の運行規制や自動車

NOx・PM法の車種規制などを推進するとともに、低公害車の普及や利用拡大、円滑な交通量・交通流など

環境への負荷の少ない交通体系の確立など、移動発生源対策に努める必要があります。 
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大気汚染常時監視測定局位置図 
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■九都県市自動車排出ガス対策の推進 【環境未来都市推進課】 

○実施状況 

本市を含む首都圏の1都3県及び5政令指定都市（九都県市）で協力・連携しながら、低公害・低燃

費車の指定及び普及促進など、自動車排出ガスの削減に取り組んでいます。 

平成29年度においても、「九都県市低公害車指定指針」に基づき、低公害かつ低燃費な車両を九都

県市指定低公害車に指定し、その普及促進に努めました。 

 

○課題 

引き続き低公害・低燃費車の指定及び普及促進に取り組む必要があります。 

■アイドリング・ストップの徹底 【環境対策課】 

○実施状況 

平成29年度は、環境イベントや九都県市のディーゼル規制一斉取組などにおいて、市民、事業者にア

イドリング・ストップを呼びかけました。また、開発行為の事前協議において、アイドリング・ストッ

プ周知の徹底を呼びかけました。 

 

○課題 

さいたま市生活環境の保全に関する条例でアイドリング・ストップの義務を定めておりますが、平成

29年度に市民等からの通報は12件（前年度11件）あり、継続して周知に取り組む必要があります。 

■さいたま市交通環境プランの推進 【環境対策課】 

○実施状況 

「さいたま市交通環境プラン」は、自動車による公害防止を図るため、平成17年2月に策定されました

が、地球温暖化対策を推進するため、平成23年3月に改訂し、「自動車から公共交通機関等への転換の推

進」「次世代自動車の普及推進」「エコドライブの推進」を重点施策としています。平成29年度は同プラ

ンに基づいて、モビリティマネジメントの推進、次世代自動車の導入促進、エコドライブの普及などに

積極的に取り組みました。 

 

○課題 

光化学スモッグの原因物質である光化学オキシダントは毎年度環境基準を達成していません。自動車

排出ガスは光化学オキシダントの原因の一つであるため、引き続き公共交通機関等への転換やエコドラ

イブの推進に取り組む必要があります。 

■公用車への次世代自動車の率先導入 【環境未来都市推進課】 

  Ｐ113 「■公用車への次世代自動車の率先導入」を参照 
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■市民・事業者の次世代自動車導入支援 【環境未来都市推進課】 

○実施状況 

市民や事業者による次世代自動車の導入を

支援するため、平成15年度から「低公害車普

及促進対策補助金」制度を設けています。補

助対象は、主として一般乗合旅客自動車運送

事業者、一般貨物自動車運送事業者、一般乗

用旅客自動車運送事業者、第二種貨物利用運

送事業者、自動車リース事業者などが使用す

る、天然ガス自動車、天然ガストラック・バ

ス、ハイブリッドトラック・バス及びLPGハイ

ブリッドタクシーです。 

また、平成22年度からは、電気自動車（EV）

の導入にかかる補助制度を実施しており、平

成27年度には燃料電池自動車（FCV）を新たに補助対象に加え、引き続き、市民や事業者への次世代

自動車の導入を支援しました。 

なお、市域の次世代自動車登録台数は、平成28年度の61,751台から平成29年度の70,387台へ増加

し、長期目標である87,000台（平成32年度）に向け着実に推進しています。 

また、次世代自動車の普及促進を図るため、「2017E-KIZUNAサミットプレミアムinさいたま」や各

区区民まつり等のイベントでの展示・試乗会を行いました。 

 

表2-4-3 《指標》次世代自動車登録台数の推移【再掲 P112】 

指標 
平成21 

年度 

平成24 

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値

（年度）

次世代自動車登録

台数（台） 
9,875 28,068 37,210 45,122 52,955 61,751 70,387 

87,000 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

○課題 

事業用の天然ガス自動車、天然ガストラック・バス、ハイブリッドトラック・バス及びLPGハイブリッ

ドタクシーの普及に向けた啓発活動を行うとともに、引き続き市民、事業者への次世代自動車の導入を

支援していく必要があります。 

図2-4-2 次世代自動車登録台数の推移【再掲 P112】
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■次世代自動車の普及促進対策補助 【環境未来都市推進課】 

  Ｐ113 「■次世代自動車の普及促進対策補助」を参照 

■交通量対策 【環境対策課】【交通政策課】【自転車まちづくり推進課】 

○実施状況 

自動車の交通量を減らすために、交通システムの改善、人の動きを自動車利用から公共交通機関等へ

転換する「モビリティマネジメント」及び環境にやさしい物流システムを推進しています。 

交通システムの改善として、コミュニティバス等の導入・改善検討やコミュニティサイクルの導入を

実施しました。 

モビリティマネジメント推進事業としては、市内転入者に

対し過度な自動車利用から環境にやさしい交通行動への転換

を促すため、「さいたま市転入者モビリティマネジメント庁内

推進委員会」を設置し、庁内関係各課と連携して、市内全区役

所の区民課窓口でバスマップ、駐輪場マップ、コミュニティサ

イクル案内などのハンドブックを封入した「モビリティマネ

ジメントツール」を配布し、公共交通等の利用促進を呼びかけ

ました。 

環境にやさしい物流システムの推進としては、貨物自動車

の合理化・効率化のため、各事業者から集荷した複数の荷物を共同センターで集めて仕分けをし、行き

先別に配送する「共同輸配送システム」を推進しています。 

 

○課題 

東京都市圏交通計画協議会※１が10年に1度実施するパーソントリップ調査※２によると、本市の交通手

段分担率は、平成10年から平成20年にかけ、鉄道分担率が増加し、自動車分担率が減少していますが、

依然として自動車分担率は高い傾向にあります。今後も、公共交通や自転車の利用促進に努める必要が

あります。 

共同輸配送システムは、市内事業所に普及が進んでいない状況にあり、継続して広報等を実施し普及

活動に努めます。 
※1 東京都市圏内の都県・政令指定都市及び関係機関において設置。 

※2 「どのような人が」「どのような目的で・交通手段で」「どこからどこへ」移動したかなどを調べるものです。

    そこからは、鉄道や自動車、徒歩といった各交通手段の利用割合や交通量などを求めることができます。 

モビリティマネジメントツール 

■交通政策事業（さいたまカーフリーデー2017の開催） 【交通政策課】 

  Ｐ115 「■交通政策事業（さいたまカーフリーデー2017の開催）」を参照 

■違法駐車防止対策事業 【市民生活安全課】 

○実施状況 

「違法駐車等防止条例」に基づき、市職員、各警察署及び交通指導員や交通安全保護者の会などの交

通関係団体の連携により、交通安全運動期間中の街頭キャンペーンや市のイベントなどにおいて違法駐

車防止を呼びかけるとともに、啓発品（ウェットティッシュ）を配布するなどの違法駐車防止啓発活動

を行います。これにより、交通渋滞の緩和を推進していきます。 

平成29年度は、啓発品（ウェットティッシュ）配布による違法駐車防止対策事業を実施しました。 

 

○課題 

違法駐車は無くなっておらず、引き続き違法駐車の減少に向けて啓発活動を行っていきます。 
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■交通流対策 【道路計画課】 

○実施状況 

平成23年3月に改訂した「さいたま市交通環境プラン」に基づき、交通流を円滑化するために、違法駐

車を減らし、駐車車両による交通阻害を防止することや、交通容量が前後の区間に比べ小さくなってい

る地点等を改良するボトルネック対策、道路整備により自動車のスムーズな流れをめざす道路ネットワ

ークの整備の推進を行っています。 

概ね5年ごとに全国一斉に実施される自動車の利用実態に関する調査である「全国道路・街路交通情勢

調査」において、平成27年度の市内一般道の混雑時平均旅行速度の調査結果は15.9km/時で、前回調査よ

り旅行速度は下がりました。 

 

市内一般道の混雑時 

平均旅行速度の推移 
平成11年度※ 平成17年度 平成22年度 平成27年度 

混雑時平均旅行速度（km/時） 20.3（20.7）※ 20.1 17.8 15.9 

   ※（ ）は岩槻区分を含んだ数値 

 

○課題 

交通流を円滑化するために、今後もさいたま市交通環境プランに基づいた施策を交通量対策と併行し

て推進する必要があります。 

■都市計画道路の整備（広域幹線道路の整備） 【道路計画課】 

○実施状況 

市内各地で発生している慢性的な交通渋滞を緩和するため、骨格となる多車線道路やぜい弱な東西方

向の道路整備を重点的かつ計画的に推進していきます。 

これにより、自動車からの排出ガスによる浮遊粒子状物質（SPM）や、地球温暖化の原因となる二酸化

炭素の排出抑制につなげていきます。 

平成29年度には、都市計画道路の整備率（計画された都市計画道路の延長合計に対する、整備済みの

道路延長）は、平成28年度の51.6％から52.5％に増加しました。 

 

○課題 

都市計画道路の整備率はほかの政令指定都市に比べると低い水準にあり、今後とも、交通渋滞の早期

解消に向け、効率的・効果的な都市計画道路の整備を進める必要があります。 

本市では、平成26年度から平成30年度の5か年で優先的に整備する路線を定めた「さいたま市道路整備

計画（第2期）」を平成26年度に策定し、限られた財源の中で早期に整備効果発現が期待される路線を選

定し、事業を実施しているところです。 

さいたま市道路網計画に基づき、人口減少、高齢化社会に対応し、低炭素型のコンパクトなまちづく

りを実現する効率的な道路ネットワークの構築を目指して整備に取り組んでいます。 

■道路の街路樹の整備 【道路計画課】 

  Ｐ70 「■道路の街路樹の整備」を参照 
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4－2 水環境の保全 

（１）現況と課題 

ア）現況 

公共用水域については、河川の利用目的に応じて類

型が指定されており、類型ごとに水素イオン濃度（pH）、

生物化学的酸素要求量（BOD）、浮遊物質量（SS）、溶存

酸素量（DO）等について環境基準が定められています。 

本市では、これらの項目について市内を流れる鴨川、

芝川、元荒川、綾瀬川等の10河川23地点で常時監視を

行っています。 

そのうち、環境基準が設定されている5河川における

平成29年度の公共用水域の環境基準達成率は96.2％

で、前年（95.9%）と比べ横ばい傾向にあります。なお、

カドミウム、シアン等の健康項目については、全項目

で環境基準を達成しました。 

（各河川の環境基準達成状況についてはP.6～7を参照） 

 

表2-4-4 《指標》水質汚濁に係る環境基準達成率の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値

（年度）

水質汚濁に係る環境基準達成

率（%）（BOD75%水質値達成地

点/測定地点） 

74 80 83 96 96 87 87 

85 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
△ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

公共用水域の環境基準の達成率の推移 

 
平成24 

年度 

平成25 

年度 

平成26 

年度 

平成27 

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

公共用水域の環境基準の達成率

（生活環境項目）（％） 
92.7 92.7 96.9 97.0 95.9 96.2 

 

  

図2-4-3 水質汚濁に係る環境基準達成率の推移
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生活環境の改善、公共用水域の水質保全等を目的に、

公共下水道の整備を推進し、下水道計画区域内におけ

る公共下水道普及率の向上を図っています。 

平成29年度末の公共下水道普及率は92.9%となり、前

年度と比べ0.4%向上しています。 

 

 

 

 

 

 

表2-4-5 《指標》公共下水道普及率の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値 

（年度） 

公共下水道普及率（%） 86.6 90.0 90.9 91.5 92.0 92.5 92.9 

94.0 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

イ）課題 

今後、水質の改善のためには、公共下水道未整備地区の工場・事業場への監視や指導、公共下水道の

早期整備、合併処理浄化槽の普及促進、雑木林や屋敷林の保全などに取り組むとともに、市民、事業者、

市のパートナーシップによる河川敷等のクリーン活動の実施、家庭において取り組む生活排水対策のよ

り一層の推進なども必要です。また、水生生物の生息の視点からの水質保全についても検討していく必

要があります。 

 

  

図2-4-4 公共下水道普及率の推移 
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（２）個別施策の実施状況と課題 

①水質汚濁防止対策の推進 

■生活排水が流入する小河川・雨水幹線の水質調査の実施 【環境対策課】 

○実施状況 

生活排水が流入する小河川などの水質を監視するため、市内の12の小河川・雨水幹線において、pH、

BOD、SS等の水質汚濁の指標となる項目の調査を行いました。 

 

○課題 

今後も水質汚濁の状況を調査し、公共用水域の水質改善に関する施策へと反映させていきます。 

■排水に関する工場・事業場への立入検査の実施 【環境対策課】 

○実施状況 

法・条例により排水規制の対象となっている工場・事業場に対し、定期的に立入検査を実施しました。

対象186事業場に対して延べ194回の立入検査を実施し、159件の排水検査を実施しました。平成29年度の

排水基準適合率は78.6％でした。 

事業場の排水基準適合率の推移 

 平成24 

年度 

平成25 

年度 

平成26 

年度 

平成27 

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

事業場の排水基準適合率（％） 86.9 85.4 91.5 82.1 80.6 78.6 

 

○課題 

今後も立入検査による排水基準遵守の徹底及び排水基準不適合事業場の早期改善が重要となります。

■東京湾水質汚濁負荷量総量規制制度に基づく、特定事業場から排出される汚濁負荷量の報告受理 

【環境対策課】 

○実施状況 

東京湾に流入する汚濁負荷量を規制する総量規制制度により、特定事業場から排出される汚濁負荷量

の報告を受理し、埼玉県に報告しました。 

 

○課題 

今後も総量規制制度を適切に運用することにより、特定事業場からの汚濁負荷量の削減につなげてい

く必要があります。 

■ゴルフ場の農薬検査 【環境対策課】 

○実施状況 

ゴルフ場で使用される農薬による周辺環境や公共用水域に及ぼす影響を調査するため、市内5ヶ所の

ゴルフ場調整池等の残留農薬について、28種類の農薬の調査を実施したところ、すべてのゴルフ場にお

いて農薬は検出されませんでした。 

 

○課題 

今後も定期的にゴルフ場農薬検査を行い、公共用水域に影響が生じないように監視していきます。 
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■有害物質等の流出事故対策の実施 【環境対策課】 

○実施状況 

有害物質等の流出事故による異常水質事故が発生した際は、被害の拡大を防止するため、緊急に対応

しています。 

平成29年度に発生した異常水質事故は19件で平成28年度の24件に比べ5件減少しました。原因者が特

定できた1件(交通事故を除く)に関しては、改善指導を行いました。 

 

水質異常事故件数の推移 

 平成24 

年度 

平成25 

年度 

平成26 

年度 

平成27 

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

水質異常事故件数（件） 23 5 13 31 24 19 

 

○課題 

異常水質事故に関しては、暗渠からの汚水の流入等、原因者の特定が困難な場合が多く、効果的な追

跡方法の確立が必要です。引き続き原因者の特定に努め、事故防止や改善指導を行います。 

■水生生物調査 【環境対策課】 

○実施状況 

水環境の状況を把握・評価するため、定期的に綾瀬川、元荒川、芝川及び鴨川において、魚類調査、

底生生物調査及び植物調査を実施しています。 

平成29年度は魚類調査を行いました。確認された魚類の種数は夏季（かんがい期）8科21種、秋季（非

かんがい期）8科17種、総数11科24種でした。 

 

○課題 

ミナミメダカやウキゴリ等の重要種が確認された一方で、外来種等も確認されており、生物多様性が

確保された豊かな水環境を再生するため、なお一層の取組が必要となっています。 

 

②生活排水対策の推進 

■合併処理浄化槽の普及促進 【環境対策課】 

○実施状況 

浄化槽整備地域における生活排水対策として、単独処理浄化槽及び汲み取り便槽から合併処理浄化槽

への転換に係る経費の一部に対し補助を行い、合併処理浄化槽の普及を促進しています。なお、さいた

ま市水環境プランにおいて、平成23年度から32年度までの間の合併処理浄化槽への転換基数を100基と

する目標を掲げており、平成28年度までに94基が転換されています。平成29年度は、23基の転換に対し

補助金を交付しました。 

 

○課題 

合併処理浄化槽への転換が促進されるよう補助金制度を継続し、引き続き、効果的な啓発方法等を検

討していきます。 
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■浄化槽の適正な維持管理の指導実施 【環境対策課】 

○実施状況 

公共下水道未整備地域において、合併処理浄化槽の普及と適正な維持管理の確保に努めます。 

浄化槽法第11条に基づく法定検査の受検率の推移 

 平成24 

年度 

平成25 

年度 

平成26 

年度 

平成27 

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

受検率（％） 2.8 3.1 3.5 4.4 5.2 5.9 

 

○課題 

広報誌、WEBページ、浄化槽講習会等による啓発並びに未受検者への受検案内文書の送付及び訪問指導

により、浄化槽法第11条に基づく法定検査の受検率向上を図る必要があります。 

 

③水循環の保全・再生 

■さいたま市水環境プランの推進 【環境対策課】 

○実施状況 

水環境への負荷を低減すると

ともに、豊かで安定した水量を確

保し、生物の生息空間としての水

辺環境の再生を図るため、平成17

年度に「さいたま市水環境プラ

ン」を策定しました。 

このプランは、策定後の水環境

に関する状況の変化、施策の進捗

状況や市民意識調査結果等を踏

まえ、平成28年度に第2次改訂を

行いました。 

 

○課題 

望ましい水環境の実現に向け、「さいたま市水環境プラン（第2次改訂版）」に基づき各種施策を推進し

ていきます。 

水環境プランにおける水環境の目標とするイメージ 

■地下水の揚水規制と利用の抑制 【環境対策課】 

○実施状況 

事業場による地下水の揚水を規制するため、関係法令による許可や届出が義務づけられています。 

平成29年度末の許可・届出対象事業場は400事業場、揚水施設は614施設あります。 

 

○課題 

市内の事業者等による地下水採取に係る未届出井戸等が存在するため、引き続き実態把握と監視に努

めます。 
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■水循環の保全・再生 【環境対策課】 

○実施状況 

水循環の健全化を図るため、市立小学校、公園等

の公共施設において、雨水浸透施設や貯留施設の整

備を推進しています。また、未来の水環境を守るた

め、小学校の生徒たちに水循環の大切さを学んでも

らうための出前講座による環境教育を行っておりま

す。 

平成29年度は20校の小学校に雨水貯留タンクを設

置し、そのうちの3校で環境学習会を実施しました。 

 

 

 

 

 

表2-4-6 《指標》公共施設（小学校）への雨水貯留タンク設置数の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値 

（年度） 

雨水貯留タンク 

設置数（累計）（基） 
3 17 29 54 74 84 104 

104 

（平成29

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

○課題 

健全な水循環の再生に向け、減少した河川流量の確保に努めるとともに、消失した湧水の保全のため、

雨水の地下浸透を促進すること、また、子どもたちへの環境教育を継続して推進していくことが求めら

れています。 

図2-4-5 公共施設（小学校）への雨水貯留タンク 

設置数の推移 

 
小学校で開催した環境学習会の様子 

■市で実施する工事における透水性舗装の推進 【河川課】 

○実施状況 

都市化に伴う浸水被害の軽減や雨水の地下浸透を促進するため、「さいたま市総合雨水流出抑制対策

指針」の対策メニューを勘案して雨水を地中へ浸透させる構造を採用するよう取り組んでいます。 

平成29年度についても、雨水の地下還元の促進を図りました。 

 

○課題 

浸水被害の軽減や雨水の地下浸透の更なる促進を図るため、指針にもとづく雨水流出抑制対策の実施

を、市内の工事所管課へ継続してはたらきかけていく必要があります。 
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■建築物からの排水を再生利用し、当該建築物において雑用水として利用することの促進 【給水工事課】 

○実施状況 

本市では、健全な水循環を保全・再生することをめざして、雑用水の利用による上水道使用量の抑制、

水の大切さに関する啓発活動などに取り組んでいます。 

一日あたりの最大給水計画量が130㎥を越えるホテル・ショッピングセンターなどに対し、手洗い用水

などの処理水をトイレ洗浄用に利用するようお願いしています。 

なお、平成29年度は雑用水の利用の対象となる開発事業がありませんでしたので、雑用水の利用施設

は前年と同じです。 

 

○課題 

大規模な開発・給水を計画する事業者に対し、水の有効利用を図るために雑用水などの利用について

理解を深めていただき、導入を検討するよう協議を行っています。しかし、雑用水の利用に係る施設の

整備や維持管理の費用負担が伴うことから、事業者の同意を得ることが難しく、今後の取組の課題とな

っています。 

■水道使用量 【経営企画課】 

○実施状況 

水循環の保全には、限られた水資源を有効に利用

することが欠かせません。そのため、本市では節水

型社会の形成をめざした施策を実施しています。 

指標として、市民一人一日あたりの水道使用量を

用います。 

平成29年度の数値はわずかに増加となりました

が、今後も市域全体にわたり節水機器の普及や節水

意識の高揚などによる節水型社会の形成が進んで

いくものと考えます。 

 

表2-4-7 《指標》水道使用量の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値 

（年度） 

水道使用量（市民 

一人一日あたり）（ℓ） 
305 291 286 283 282 279 280 

順次 

減少 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ △  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ×  

 

○課題 

節水型社会の形成をさらに進めるために、雑用水利用促進事業・水環境保全意識啓発事業を推進し、

国、他自治体、民間企業等との連携やＰＲにより効果的・継続的に市域に働きかけていく必要がありま

す。 

図2-4-6 水道使用量（市民一人一日あたり）の推移
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■水環境保全意識啓発事業（小学校水道教室と公民館講座の開催） 【水道総務課】 

○実施状況 

健全な水循環の保全・再生を目指して、雨水の利用などに

よる上水道使用量の抑制、水を大切に使う必要性に関する啓

発活動などに取り組んでいます。また、「さいたま市水道事業

長期構想」（平成16年度策定）を踏まえ、「水道環境基本理念

とその方針」（平成17年度策定）に基づき、学校教育等におけ

る水資源の大切さの認識の増進を図るなど、「環境に配慮し

たやさしい水道」を構築していきます。平成29年度は、小学

校水道教室（45校4,489人）、公民館講座（2館47人）を実施し、

延べ4,536人を対象に節水意識の高揚、川を汚さない工夫な

ど水環境の保全意識の向上を図りました。 

 

○課題 

近年小学生の環境への意識が高まっていることから、小学

校水道教室は成果を得ており、今後も引き続き内容を精査

し、児童が水環境保全に興味を持つような工夫をして意識啓

発を進めていきます。 

平成29年度小学校水道教室 

 

平成29年度公民館講座 

■雨水貯留タンク設置補助制度による雨水の有効利用の促進 【環境対策課】 

○実施状況 

雨水の有効利用を促進するため、住宅等に雨水貯留タンクを設置する際にそ

の設置費用の一部を補助する雨水貯留タンク設置補助制度を実施しています。 

平成29年度は66件の申請がありました。 

 

○課題 

雨水貯留タンクのさらなる普及のため、設置補助制度の周知を図る必要があ

ります。  
雨水貯留タンク 
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4－3 土壌・地盤環境の保全 

（１）現況と課題 

【土壌・地下水汚染】 

ア）現況 

土壌汚染対策法及びさいたま市生活環境の保全に関する条例に基づき、市内の土壌汚染の状況の把握

に努めています。また、汚染された土地を管理している事業者に対しては、汚染土壌の拡散防止を指導

しています。 

地下水は古くから水道水源などに利用されてきました。しかし、一度汚染されると浄化が難しく、水

質の回復は容易ではありません。そこで、本市では、地下水の水質状況を把握するため、埼玉県地下水

測定計画に基づき市内を約2km四方の52区画に分け、年度ごとに調査区画を定め、その区画の中から井

戸を選定し、概況調査を実施しています。平成29年度の概況調査地点は7地点となっています。 

地下水には、テトラクロロエチレン等28物質について環境基準が定められており、平成29年度の概況

調査では、2地点で砒素が、1地点で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が環境基準を超える濃度で確認されま

した。砒素は、元々自然界に存在してはいるものの、人為的な汚染源としては工場排水や農薬と言われ

ていますが、汚染の原因を特定することはできませんでした。硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、過剰な

施肥、家畜排せつ物の不適正な処理、生活排水の地下浸透などが主な汚染の原因と言われていますが、

汚染が広範囲に及ぶことが多く、汚染源を特定することはできませんでした。 

概況調査の結果、環境基準の超過がみられた地点については、継続監視調査として調査を行っていま

す。平成29年度は12地点で調査を行いました。この調査では、4地点で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が、

4地点で砒素が、1地点でトリクロロエチレンが環境基準を超える濃度で確認されました。 

 

イ）課題 

今後も土壌汚染や地下水汚染の未然防止に向け、土壌・地下水汚染対策を進める必要があります。土壌

汚染が発見された場合、対策費用が高額になる場合が多いため、事業活動において有害物質を適切に管理

することが重要となります。このため、事業者に対し、有害物質の適正な使用について指導を継続する必

要があります。 
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【地盤沈下】 

ア）現況 

大宮・東浦和・岩槻の3観測所（沈下計2台、水位計3台）において地盤変動及び地下水位の観測を行い

ました。平成29年度は地盤変動に大きな変化はみられませんでした。地下水位は、大宮観測所では年間

を通して緩やかに上昇し、岩槻観測所は横ばい傾向となり、浦和東観測所は8月頃まで下降傾向でした

が、10月に顕著に上昇し、12月まで上昇しました。 

また、市内80カ所の水準点において、地盤沈下の測量を行ったところ、地盤沈下の目安である2cm以上

の沈下は見られませんでした。 

 

表2-4-8 《指標》単年度沈下量２cm以上の面積の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値

（年度）

単年度沈下量2cm以上 

の面積（km2） 
0 0 0 0 0 0 0 

0 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

イ）課題 

今後も地盤沈下の未然防止に向けて、地下水揚水量の削減や水の循環利用など地下水源の保全を図る

とともに、継続的な監視を行うなど、地盤沈下の防止に努める必要があります。 

 

（２）個別施策の実施状況と課題 

①土壌・地下水汚染対策の推進 

■土壌・地下水汚染対策 【環境対策課】 

○実施状況 

本市では、土壌汚染対策法及びさいたま市生活環境の保全に関する条例に基づき、有害物質を取り扱

う事業場が廃止された際などに、土壌や地下水の調査・汚染の防止や浄化対策の指導を行っています。

なお、平成29年度に報告された土壌汚染状況調査結果は、法律に基づいたものが7件、市条例に基づい

たものが3件でした。 

○課題 

現在指定されている区域を適切に管理し、土壌汚染の拡散防止に努める必要があります。 
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②地盤沈下の防止 

■地盤沈下の防止 【環境対策課】【配水課】 

○実施状況 

本市では、地盤沈下を防止するため、工業用水法、建築物用地下水の採取の規制に関する法律及びさ

いたま市生活環境の保全に関する条例によって、地下水の揚水規制を行っています。 

また、規則や市条例に基づき、毎月の地下水採取量を揚水施設使用者が報告することになっています。

平成29年度に市条例などに基づいて地下水採取量を報告した揚水施設は494施設、地下水採取の許可

申請及び届出は8件ありました。 

平成29年の地下水採取量は64,417㎥/日で、平成28年より増加しています。 

また、本市に供給されている上水道の一部は、市内の61本の深井戸から汲み上げた地下水を水源とし

ています。本市としては、地盤沈下防止のために上水道水源としての地下水利用を徐々に抑制し、河川

水を水源とする水道水に転換を図ってきました。 

平成29年度の上水道給水量に占める地下水の割合はおよそ11.5％でした。 

 

地下水採取量等の推移 

 平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29

年度 

地下水採取量（m3/日） 50,555 53,902 57,566 63,847 64,134 64,417

対前年度比（％） 95.3 106.6 106.8 110.9 100.4 100.4

上水道に占める地下水源の割合（％） 8.1 9.5 10.6 11.8 12.5 11.5

 

○課題 

本市の上水道における地下水について、渇水や災害対策等に活用できる貴重な自己水源を保全するた

めにも深井戸の運用を継続する方針であり、上水道水源に占める地下水の割合は、一定比率を維持して

いく予定です。 
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4－4 生活環境の保全 

（１）現況と課題 

【騒音・振動】 【悪臭】 

ア）現況 

本市では、騒音規制法、振動規制法及び生活環境の保全に関する条例に定められた施設の設置や建設

作業の実施に関する届出を受理したときや開発行為の事前協議の際に、騒音、振動の防止対策の指導を

行っています。 

一方、深夜営業騒音の対策としては、深夜も営業する飲食店などに対し、条例の規定基準の順守につ

いて指導を行っています。 

平成29年度の規制対象の工場・事業場数は、騒音規制法に関して1,047工場、振動規制法に関して461

工場で、届け出られた主な施設は、空気圧縮機・送風機、金属加工機械などです。条例の対象となる工

場・事業場は、騒音に関して717工場、振動に関して4工場ありました。 

また、杭打ち機やバックホウの使用など、比較的大きな騒音・振動を発生する可能性がある特定建設

作業については、事前に市へ届出を行うことが義務付けられており、平成29年度の届出件数は、騒音に

関するもの（さく岩機、空気圧縮機等）261件、振動に関するもの（ブレーカー等）170件でした。 

悪臭に関しては、届出制度はありませんが、悪臭防止法及び生活環境の保全に関する条例で工場・事

業場に対する規制基準が定められています。 

一方、騒音・振動・悪臭の発生源に対して、申し立てがあった苦情件数は、平成29年度は騒音162件、

振動27件、悪臭80件でした。経年変化でみる

とそれぞれの苦情件数は横ばい傾向にありま

すが、近年は、店舗に設置されたエアコン室

外機等の機器からの騒音や深夜営業騒音に関

する苦情が増えています。 

市に相談が寄せられた公害苦情を迅速かつ

円滑に解決することにより生活環境の保全と

市民満足度の向上をめざし、平成32年度にお

ける騒音・振動・悪臭に関する公害苦情解決

率の目標値を100％と設定しました。平成29年

度の解決率は、前年度より上昇しました。 

 

 

表2-4-9 《指標》騒音・振動・悪臭に関する公害苦情解決率の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値

（年度）

騒音・振動・悪臭に関する 

公害苦情解決率（%） 
98.3 98.1 98.7 99.0 98.3 99.4 99.6 

100 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ △ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
△ △ ○ △ ○ ○  

  

図2-4-7 騒音・振動・悪臭に関する公害苦情解決率の推移 
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騒音・振動・悪臭に関する苦情件数の推移 

 
平成24 

年度 

平成25 

年度 

平成26 

年度 

平成27 

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

騒音に関する苦情件数（件） 146 173 185 178 169 162 

振動に関する苦情件数（件） 36 55 31 38 33 27 

悪臭に関する苦情件数（件） 87 109 68 66 67 80 

 

自動車騒音の環境基準の維持達成を目指し

て5か年で市内の高速自動車国道、一般国道、

県道及び4車線以上の市道をすべて監視する

自動車騒音常時監視計画を平成27年度に策定

しました。平成29年度は13地点で測定を実施

し、15路線について面的評価を行いました。 

平成29年度評価区間の自動車騒音につい

て、実測定を行った地点で騒音レベルが最も

高くなったのは、一般国道17号で昼間は72dB、

夜間は72dBでした。また、評価区間全体での

昼夜環境基準の達成率は、91.0%でした。 

道路交通振動は、全測定地点で要請限度を

下回りました。 

 

表2-4-10 《指標》道路交通騒音に係る環境基準達成率の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値 

（年度） 

道路交通騒音に係る 

環境基準達成率（%） 
93.7 87.5 92.4 92.1 96.0 96.8 91.0 

100 

（平成32 

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
△ ○ △ ○ ○ △  

対年度目標値比 
基準 

年度 
△ △ △ △ △ △  

図2-4-8 道路交通騒音に係る環境基準達成率の推移 
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自動車騒音の面的評価結果（一般国道・県道・4車線以上の市道） 

番
号 

路線名 始点 終点 
環境基準達成率(％) 評価対象

住居等 

戸数（戸）昼間 夜間 昼夜 

1 一般国道17号(1) 南区内谷 南区曲本 92.0 80.0 80.0 50

2 一般国道17号(1) 南区曲本 中央区上峰1丁目 81.3 57.7 57.7 1,245

3 一般国道17号(1) 中央区上峰1丁目3 中央区八王子1丁目8 87.2 73.0 73.0 849

4 一般国道17号(1) 中央区八王子1丁目8 中央区本町西5丁目7 100 64.3 64.3 56

5 一般国道17号(2) 中央区本町西5丁目7 西区三橋 86.0 59.0 59.0 542

6 一般国道17号(2) 西区三橋 西区宮前町 82.8 50.0 50.0 198

7 一般国道17号(3) 中央区上落合7丁目6 大宮区桜木町 100 100 100 551

8 一般国道122号(1) 岩槻区大字馬込 岩槻区大字平林寺 100 90.6 90.6 64

9 一般国道122号(1) 岩槻区大字平林寺 岩槻区加倉1丁目33 98.2 77.3 77.3 445

10 一般国道122号(1) 岩槻区加倉1丁目33 岩槻区大字加倉 87.5 62.5 62.5 32

11 一般国道463号(2) 浦和区常盤9丁目30 中央区上峰1丁目3 99.8 99.7 99.7 1,097

12 一般国道463号(2) 中央区上峰1丁目3 桜区大字下大久保 99.6 98.5 98.5 1,036

13 一般国道463号(3) 緑区大字中尾 浦和区本太5丁目28 98.2 98.8 97.4 724

14 さいたま川口線(1) 緑区大字中尾 南区大字大谷口 98.4 98.2 97.7 438

15 さいたま川口線(1) 南区大字大谷口 南区大字円正寺 100 100 100 290

16 さいたま川口線(2) 南区大字大谷口 南区大字円正寺 100 100 100 184

17 さいたま春日部線(1) 大宮区堀の内町 見沼区大和田町 99.8 99.8 99.8 546

18 さいたま菖蒲線 見沼区大和田町 見沼区大和田町 99.6 89.5 89.5 229

19 さいたま菖蒲線 見沼区大和田町 見沼区大和田町 100 100 100 96

20 さいたま菖蒲線 見沼区大和田町 見沼区東大宮1丁目30 100 88.7 88.7 470

21 さいたま菖蒲線 見沼区東大宮1丁目30 見沼区東大宮3丁目2 100 87.3 87.3 889

22 さいたま草加線 南区大谷場1丁目2 南区大字太田窪 100 99.8 99.8 1,781

23 さいたま東村山線 浦和区高砂4丁目1 南区関1丁目7 100 99.7 99.7 937

24 さいたま東村山線 南区関1丁目7 桜区田島 99.7 99.3 99.3 669

25 さいたまふじみ野所沢線(2) 中央区上落合7丁目6 中央区円阿弥7丁目1 99.6 100 99.6 811

26 さいたま鴻巣線(1) 浦和区常盤6丁目2 中央区大戸3丁目6 100 100 100 203

27 さいたま鴻巣線(1) 中央区大戸3丁目6 桜区町谷 100 99.6 99.6 904

28 さいたま鳩ケ谷線(1) 見沼区大字東門前 緑区大字大門 100 100 100 513

29 さいたま鳩ケ谷線(1) 緑区大字大門 緑区大字大門 88.9 77.8 77.8 36

30 上木崎与野停車場線 浦和区上木崎4丁目9 浦和区上木崎1丁目1 100 99.3 99.3 596

31 新方須賀さいたま線(3) 緑区大字上野田 見沼区大字南中野 100 93.4 93.4 563

32 新方須賀さいたま線(4) 見沼区大字南中野 大宮区大門町 99.9 90.4 90.4 1,047

33 けやき通北線 大宮区吉敷町 大宮区吉敷町 100 100 100 24
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道路交通騒音測定結果（平成29年度） 

番号 路線名 
測定値（dB） 要請限度※2 

昼間 夜間 昼間 夜間 

2 一般国道17号 72 72   〇※1 × 

7 一般国道17号 65 62 ○ ○ 

8 一般国道122号 68 68 ○ ○ 

11 一般国道463号 65 63 ○ ○ 

14 さいたま川口線 70 65 ○ ○ 

17 さいたま春日部線 60 59 ○ ○ 

21 さいたま菖蒲線 69 67 ○ ○ 

24 さいたま東村山線 67 64 ○ ○ 

25 さいたまふじみ野所沢線 67 63 ○ ○ 

27 さいたま鴻巣線 66 62 ○ ○ 

28 さいたま鳩ケ谷線 67 63 ○ ○ 

30 上木崎与野停車場線 66 62 ○ ○ 

31 新方須賀さいたま線 70 66 ○ ○ 

 超過区分数 ０ 1 

             ※1 ○：要請限度を達成、×：要請限度を非達成 

             ※2 幹線交通を担う道路に近接する空間の自動車騒音の要請限度は、昼間（午前6時～午後10時）75dB、 

                 夜間（午後10時～午前6時）70dB 

 

道路交通振動測定結果（平成29年度） 

番号 路線名 
測定値（dB） 要請限度※2 

昼間 夜間 昼間 夜間 

2 一般国道17号 50 50   ○※1 ○ 

7 一般国道17号 44 40 ○ ○ 

8 一般国道122号 57 53 ○ ○ 

11 一般国道463号 38 35 ○ ○ 

14 さいたま川口線 34 29 ○ ○ 

17 さいたま春日部線 37 35 ○ ○ 

21 さいたま菖蒲線 48 43 ○ ○ 

24 さいたま東村山線 44 39 ○ ○ 

25 さいたまふじみ野所沢線 42 36 ○ ○ 

27 さいたま鴻巣線 40 33 ○ ○ 

28 さいたま鳩ケ谷線 46 32 ○ ○ 

30 上木崎与野停車場線 45 42 ○ ○ 

31 新方須賀さいたま線 49 43 ○ ○ 

 超過区分数 0 0 

            ※  振動測定値は80％レンジ上端値（L10）です。 

            ※1 ○：要請限度を達成、×：要請限度を非達成 

            ※2 道路交通振動の要請限度は、第1種区域昼間（午前8時～午後7時）65dB、第1種区域夜間（午後7時～ 

                      午前8時）60dB、第2種区域昼間（午前8時～午後7時）70dB、第2種区域夜間（午後7時～午前8時）65dB 

 

イ）課題 

自動車騒音については、平成28年度から新たに5ヵ年計画で市内の高速自動車国道、一般国道、県道及

び4車線以上の市道について調査を実施しました。道路構造や交通量等の変化に対応するため、定期的

に自動車騒音・道路交通振動の状況を把握し、騒音、振動公害の予防に向け、道路の適正な維持管理や

道路構造の見直し、低騒音舗装や防音壁等の整備を推進する必要があります。今後も調査を継続して実

施し、より生活環境が向上するよう交通環境プラン等の施策に反映していく必要があります。 

公害苦情については、迅速な対応による解決率の向上に努めるとともに、苦情が発生する前に事業者

が未然に防止対策を講じることなどにより、苦情件数が減少するよう環境法令の周知・啓発を図ってい

く必要があります。  
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【光害・日照障害等】 

ア）現況 

都市化の進展に伴い、従来の典型7公害に分類されない新たなタイプの公害が社会問題となってきていま

す。特に、照明機器等の使用が人の諸活動や動植物・農産物に悪影響を与える「光害」については、環境省

が「光害対策ガイドライン」を策定しているほか、本市ではさいたま市生活環境の保全に関する条例で光害

の防止を規定しています。 

 

イ）課題 

都市化の進展に伴い、住宅、事業所、店舗等が混在・密集して立地することによって、光害のような都市

部特有の環境問題が発生するケースが増えています。 

 

（２）個別施策の実施状況と課題 

①騒音・振動対策の推進 

■新幹線鉄道の騒音・振動 【環境対策課】 

○実施状況 

市内の新幹線鉄道の騒音・振動については、北区の吉野町と今羽町の2地点で、軌道中心から25m

と50mの地点（振動は25m地点のみ）で測定しています。昨年度と比較して全体的に騒音の値が小さ

くなっており、平成29年度の騒音レベルは67～69dBで、全地点で環境基準の70dBを下回りしました。

また、振動レベルは53～59dBで、指針値の70dBを下回りました。 

 

表2-4-11 《指標》新幹線鉄道騒音に係る環境基準達成率の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値 

（年度） 

新幹線鉄道騒音に係る 

環境基準達成率（%） 
100 100 100 100 75 25 100 

100 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ × × ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ △ × ○  

 

○課題 

今後も調査を継続して実施し、鉄道会社にその結果を通知することにより、新幹線鉄道沿線の生活環

境が保全されるよう監視していきます。 
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②悪臭対策の推進 

■悪臭対策 【環境対策課】 

○実施状況 

悪臭防止法に基づく特定悪臭物質濃度及びさいたま市生活環境の保全に関する条例に基づく臭気指数

規制により悪臭防止指導を行っています。 

悪臭対策については、苦情の申立てがあった際に調査を行い、工場・事業場などに対して行政指導を

行っています。 

また、工場や事業場の建設にあたっては、周辺の生活環境・立地条件や事業形態に適合した悪臭防止

対策の指導・啓発を行っています。 

一方で、家庭生活や小規模飲食店から出るにおいなどが原因となっている苦情が増加しています。こ

れらの悪臭は、法・条例による規制の対象外となっています。 

平成29年度の悪臭に関する苦情件数は80件でした。 

 

○課題 

悪臭に関する苦情件数を減少させるためには、悪臭発生の未然防止などの臭気対策が図られるよう、

市内の事業者に対して広く条例の規制を周知していくことが課題となります。 

 

③光害への対応 

■光害への対応 【環境対策課】 

○実施状況 

さいたま市生活環境の保全に関する条例では、照明機器から照射される光について、照射する対象範

囲の外部に漏れることに起因する人の諸活動及び動植物への悪影響（光害）を防止するための措置を講

ずるよう努めることとしています。特に、サーチライト等の不適切な使用は住民の不快感、エネルギー

の浪費、天体観測への支障などの悪影響を及ぼし、地域を越えて問題となることも少なくないことから、

一部の例外を除きサーチライト等の使用を規制しています。 

平成29年度は、サーチライトなどの不適切な使用に対し指導を行った事例はありませんでした。 

 

○課題 

さいたま市生活環境の保全に関する条例により、現在では市内でサーチライトなどを不適切に使用し

ている事例はありません。今後は、各種環境法令の届出やさいたま市開発行為の手続きに関する条例に

基づく事前協議などの際に条例の規制について周知し、光害を未然に防止することが課題となります。
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4－5 化学物質対策の推進 

（１）現況と課題 【環境対策課】 

ア）現況 

ダイオキシン類は発がん性、催奇形性、内分泌かく

乱性などの毒性が疑われており、塩素が存在する状態

で有機物を燃焼させたときなどに発生します。 

本市では、ダイオキシン類の発生を抑制するため、

以下の対策を実施しています。 

 

・大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法及

び廃棄物の処理及び清掃に関する法律による廃棄

物焼却炉規制 

・さいたま市生活環境の保全に関する条例に基づく

小型焼却炉規制及び不適切な野外焼却の制限 

・不適切な野外焼却防止のためのパトロール実施 

・市のごみ焼却施設の適正運転によるダイオキシン類濃度の抑制 

 

 

平成29年度に、一般大気6地点、河川水6地点（4河川）、河川底質5地点（3河川）、土壌1地点、地下水

1地点のダイオキシン類の濃度調査を実施したところ、すべての調査地点で環境基準を達成し、環境基

準達成率は100％となりました。近年の調査地点のダイオキシン類濃度は減少、又は横ばい傾向にあり

ます。 

また、内分泌かく乱化学物質については鴨川、芝川及び綾瀬川の合計5地点で河川水について調査を

実施し、平成29年度においても、全地点で環境省が設定した予測無影響濃度を下回りました。 

 

  

図2-4-9 ダイオキシン類水質土壌 
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表2-4-12 《指標》ダイオキシン類一般大気環境基準達成率、ダイオキシン類水質土壌環境基準達成率の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値 

（年度） 

ダイオキシン類一般大気 

環境基準達成率（%） 
100 100 100 100 100 100 100 

100 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

ダイオキシン類水質土壌 

環境基準達成率（%） 
94.4 100 100 100 100 100 100 

100 

（平成32

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

工場・事業場のダイオキシン類排出基準達成率の推移 

 
平成24 

年度 

平成25 

年度 

平成26 

年度 

平成27 

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

規制対象の工場・事業場数

（件） 
17 17 17 15 15 14 

排出ガス検査件数（件） 3 3 3 3 3 3 

排出基準達成件数（件） 3 3 3 3 3 3 

工場・事業場のダイオキシン類 

排出基準達成率（％） 
100 100 100 100 100 100 

 

イ）課題 

ダイオキシン類は、主に廃棄物の燃焼や化学物質の合成過程で発生し、環境中へ放出されています。

廃棄物焼却炉や小型焼却炉の監視・指導の強化を図るとともに、野外焼却など廃棄物の不適切な処理を

防止するための監視体制の強化が必要です。また、工場・事業場排水についての指導の徹底も必要です。 
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（２）個別施策の実施状況と課題 

①化学物質による環境リスクの低減 

■PRTR制度による化学物質の監視 【環境対策課】 

○実施状況 

本市では、特定化学物質の環境への排出量

の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律によるPRTR制度に基づき、同法が定める業

種や要件に該当する事業者から、化学物質の

排出量と移動量の届出を受け付けています。 

平成29年度に本市に届け出られた、平成28

年度の化学物質の排出量は、トルエン、キシ

レンなどが多く、大気中に排出される、もし

くは廃棄物として処理されるなどしていま

す。 

最も排出量の多かったトルエンは、ゴム製

品製造業で主に排出されたほか、金属製品製

造業、プラスチック製品製造業、化学工業、

燃料小売業の順に多く排出されました。 

その他、酢酸2-エトキシエチル、キシレン、トリクロロエチレンは金属製品製造業から多く排出され

ました。 

 

PRTR制度に基づく特定化学物質の届出排出量（平成28年度排出分） 

○課題 

取り扱っている化学物質に関する情報に限らず、事業者が取り組んでいる環境負荷低減活動や環境保

全対策について、市民や行政との対話を通じて、すべての関係者が正確な情報を共有し、それぞれの立

場を尊重しながら、信頼関係の構築を図ることを目的とした環境コミュニケーションを開催するよう事

業者に対して働きかけと支援を積極的に行います。 

845
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トルエン
キシレン

酢酸２−エトキシエチル
トリクロロエチレン
ノルマル−ヘキサン
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１，２，４−トリメチルベンゼン
１，３，５−トリメチルベンゼン

テトラクロロエチレン
スチレン

届出排出量合計(t/年)

届出排出量合計(t/年)

PRTR制度に基づく特定化学物質の排出・移動量の概要 

（平成28年度排出分） 

 さいたま市 埼玉県 

届出事業所件数（件） 145 1,492

排出量（t/年） 

大気 954 6,932

水域 2.9 208

土壌 0 0

埋立 0 0

小計 957 7,140

移動量（t/年） 

廃棄物 639 9,248

下水道 1.6 62

小計 641 9,310

排出量・移動量（t/年） 1,598 16,450
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②環境コミュニケーションの推進 

■環境コミュニケーションの推進 【環境対策課】 

○実施状況 

平成29年度までに延べ20回の環境コミュニケー

ションが開催されています。また、事業者が環境コ

ミュニケーションの必要性について、理解を深め、

自らが積極的に開催するよう、「環境コミュニケー

ション推進セミナー」を埼玉県と共催で開催しまし

た。 

本市では、環境コミュニケーションを開催するよ

う事業者に働きかけと支援をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-4-13 《指標》環境コミュニケーションの実施回数の推移 

指標 
平成21 

年度 

平成24

年度 

平成25

年度 

平成26

年度 

平成27

年度 

平成28 

年度 

平成29 

年度 

目標値 

（年度） 

環境コミュニケーションの 

実施回数（累計）（回） 
2 9 11 12 15 18 20 

18 

（平成29

年度） 

対前年度比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

対年度目標値比 
基準 

年度 
○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

○課題 

PRTR制度に基づく特定化学物質の届出事業者に対して、環境コミュニケーションの必要性について理

解を深めていただけるよう積極的な働きかけと支援を行います。 

図2-4-10 環境コミュニケーションの実施回数の推移 

環境コミュニケーションでの説明の様子 
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